
１　総括

（注）１　職員手当には退職手当を含んでいません。

      ２　職員数は令和７年４月１日現在の人数です。なお、会計年度任用職員は含んでいません。

　　　３　給与費については、会計年度任用職員の給与費は含まれていません。

　　　４　人件費及び給与費については、事業費支弁職員分を含んでいます。

１

２

３

水戸市の給与・定員管理等について（令和７年度）

（１）人件費の状況（普通会計決算）

区分 住民基本台帳人口 歳出額　 実質収支 人件費 人件費率 （参考）

（R7.1.1） Ａ 　Ｂ Ｂ／Ａ ５年度の人件費率

（２）職員給与費の状況（普通会計決算）

区分 職員数 給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費 (参考)一人当たり
（参考）

中核市平均

Ａ 給　 料 職員手当 期末・勤勉手当 　　計　　Ｂ 給与費 B/A 一人当たり給与費

（３）特記事項

　水戸市では厳しい財政状況を踏まえ、次のような取組を行っています。

市長の給与減額措置

その他常勤特別職の給与減額措置

職員定数の適正化

（４）ラスパイレス指数の状況

6年度 26万7,467人 1,259億682万5千円 17億5,131万6千円 197億8,475万1千円 15.7% 15.4%

6年度 1,787人 65億9,311万4千円 20億5,910万3千円 29億8,805万5千円 116億4,027万2千円 651万4千円 654万1千円

市長の給料月額については、平成23年８月から減額支給しており、現在の減額率は10％とし、令和７年度は年間
129万円の給与を減額しています。

副市長等の特別職等の給料月額については、平成17年４月から時限的に減額支給しており、令和７年度は合計で
年間約115万円の給与を減額しています（Ｒ7.4.1現在の減額率：副市長３％、常勤監査委員・上下水道事業管理者・
教育長２％）。

第７次総合計画の諸施策の推進や新たな行政需要への対応に必要な職員の増員を図る一方で、市民サービスの
低下を招かないよう配慮しながら減員に努めています。

（注）１　ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するため、
　　　　国の職員数（構成）を用いて、学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政職俸給表（一）
　　　　適用職員の俸給月額を100として計算した指数です。

　　　２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体(中核市)のラスパイレス指数を単
　　　　純平均したものです。

　　　３　ラスパイレス指数の算出に当たっては、60歳に達した日後の最初の４月１日以後に支給される
　　　　給料月額について、本来の給料月額の７割水準に設定される職員を除いています。
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　　　　①給料表の見直し

（給料表の改定実施時期）　令和７年４月１日

（内容） 

　　　　②地域手当の見直し

（支給割合） 国基準9％に対し、水戸市においても9％を支給しています。

　　　　③その他の見直し

・扶養手当、通勤手当及び管理職員特別勤務手当について、国と同様に見直しを実施しました。（令和７年４月１日実施）

（５）社会と公務の変化に応じた給与制度の整備（給与制度のアップデート）の実施状況について

一般行政職の給料表について、国の見直し内容を踏まえ、３級から７級までの初号近辺の号給をカットし、

これらの級の初号の給料月額の引上げを行うとともに、８級に隣接する級間での給料月額の重なりの解消等を実施。

（実施時期） 令和７年４月１日 （国基準の支給割合に変更に伴い、支給割合を引き下げました。）

平成27年度の支給割合

4月1日時点 遡及改定後

国基準による
支給割合

10% 10% 10% 10% 10% 10% 10% 10% 10% 10% 10% 9%

水戸市の
支給割合

10% 10% 10% 10% 10% 10% 10% 10% 10% 10% 10% 9%

　【概要】
　国家公務員給与においては、行政職俸給表(一)において３級から７級までの初号近辺の号俸をカットし、これらの級
の初号の俸給月額の引上げを行うとともに、８級から10級の隣接する級間での俸給月額の重なりの解消等を行ってい
る。その他、各種手当について見直しを行っている。

平成28年
度の支給
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平成29年
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平成30年
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　　　　①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

　　　　②技能労務職

うち

うち

うち

参考

年収ベース(試算値)の比較

うち

うち

うち

２　職員の平均給与月額、初任給等の状況

（１）職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（令和７年４月１日現在）

区　　分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 平均給与月額

(国比較ベース)

水 戸 市 40.9 325,600 419,000 383,400 

茨 城 県 41.5 330,542 416,875 377,411 

国 41.9 332,237 － 414,480 

類似団体(中核市) 42.3 331,473 417,367 377,585 

公務員 民間 参考

正規職員

水戸市 55.0歳 123人 326,000円 397,800円 365,000円 363,300円 ― ― ―

清掃職員 54.1歳 67人 339,000円 423,300円 379,600円 395,500円
廃棄物処理業

（全国） 48.0歳 320,600円 1.23 

飲食物
調理従事者
（茨城県）

48.8歳 251,600円 1.06 

飲食物
調理従事者

（全国）
45.1歳 270,300円 0.99 

用務員 57.7歳 12人 305,800円 348,200円 338,400円 321,400円

他に分類されな
い運搬・清掃・
放送等従事者

（全国）

49.0歳 251,000円 1.28 

乗用自動車
運転者

（茨城県）
63.0歳 183,300円 2.11 

乗用自動車
運転者
（全国）

60.2歳 253,900円 1.53 

その他 57.3歳 16人 301,300円 356,100円 336,100円 319,800円 ― ― ―

茨城県 58.3歳 117人 305,014円 347,991円 330,606円 ― ― ― ―

国 51.3歳 1,703人 294,567円 ― 337,907円 ― ― ― ―

類似団体(中核市) 50.9歳 175人 323,727円 381,452円 354,857円 ― ― ― ―

(C) (D) （C)－(D)

水戸市 6,496,676円 6,081,531円 ― ― ―

清 掃 職 員 6,879,563円 6,546,033円 全国 4,457,900円 2,088,133円 1.47 

茨城県 3,279,100円 1,140,577円 1.35 

全国 3,557,900円 861,777円 1.24 

用務員 5,801,200円 5,479,714円 全国 3,395,700円 2,084,014円 1.61 

茨城県 2,425,700円 4,048,671円 2.67 

全国 3,335,600円 3,138,771円 1.94 

そ の 他 5,869,800円 5,433,662円 ― ― ―

区　　分
平均給与月
額(会計年度
任用職員を

含む)A

対応する
民間の

類似職種
平均年齢

平均給与
月額B

A/B
平均年齢 職員数

平均
給料月額

平均
給与月額

平均給与
月額(国比
較ﾍﾞｰｽ)

うち 学校給食員 58.3歳 6人 277,500円 309,300円 303,000円 266,500円

うち 自動車運転手 53.8歳 22人 328,600円 402,300円 373,000円 387,400円

区　　分
公務員

（正規職員）

公務員
（会計年度任用
職員を含む）

民間 差額
C　/　D

うち 学校給食員 4,933,000円 4,419,677円

うち 自動車運転手 6,653,482円 6,474,371円
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（２）職員の初任給の状況（令和７年４月１日現在）

区　　　　　分 水戸市 茨城県 国

一般行政職 大　学　卒 220,000円 225,600円 220,000円

高　校　卒 188,000円 194,500円 188,000円

技能労務職 高　校　卒 185,700円 192,500円 ―

中　学　卒 185,700円 ― ―

（３）職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（令和７年４月１日現在）

区　　　　　分 経験年数10年 経験年数15年 経験年数20年

一般行政職 大　学　卒 299,506円 327,560円 374,185円

高　校　卒 254,300円 298,500円 332,200円

技能労務職 高　校　卒 ― 304,304円 347,048円

中　学　卒 ― ― ―

（注）１　「平均給料月額」とは、令和７年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給（調整額等を含む）の
　　　　平均です。

      ２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などの
　　　　すべての諸手当（民間の賞与相当である期末勤勉手当を除く)の額を合計したものです。
　　　　　また、「平均給与月額(国ベース)」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊勤務手当など
　　　　の手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再計算したものです。

　　　３　民間データは、厚生労働省が実施した賃金構造基本統計調査（賃金センサス）において公表されている
　　　　データを使用しています。(令和４年～令和６年度の３か年平均)
　　　　　なお、賃金構造基本統計調査の対象者は、正規の従業員に加え、それらの者と勤務時間及び勤務日数が近い
　　　　非正規従業員（パート・アルバイト等）を含んでいます。

　　　４　賃金構造基本統計調査と比較するため、業務形態が正規職員と類似する会計年度任用職員の給料
　　　　（勤務時間及び勤務日数を正規職員と同一と仮定して算出）を含めた平均給与月額の参考値を「平均給与
        月額(会計年度任用職員を含む）」として記載しています。
          なお、技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に
　　　　一致しているものではありません。

　　　５　年収ベースの「公務員（会計年度任用職員を含む）(C)」及び「民間（D)」のデータは、それぞれ平均給与
        月額を12倍したものに、公務員においては前年度に支給された期末・勤勉手当、民間においては前年に支給さ
        れた年間賞与の額を加えた試算値です。

（注）技能労務職における高校卒経験年数15年は該当者０名のため、16年のデータを使用しています。
　　　技能労務職における高校卒経験年数20年は該当者０名のため、24年のデータを使用しています。

4 / 19 ページ



主事の職務(困難業務等)

係長、主幹の職務

課長補佐、主査の職務

副参事、技正の職務

課長の職務

副部長、参事の職務

部長の職務

  

３　一般行政職の級別職員数等の状況

（１）一般行政職の級別職員数及び給料表の状況（令和７年４月１日現在）

区　分 標準的な職務内容 職員数 構成比
１号給の
給料月額

最高号給の
給料月額

１　級 主事の職務 103人 9.7% 183,500円 258,100円

２　級 167人 15.8% 230,000円 308,500円

３　級 356人 33.6% 265,300円 354,700円

４　級 251人 23.7% 298,800円 389,300円

５　級 81人 7.7% 321,300円 398,200円

６　級 60人 5.7% 355,200円 413,700円

７　級 27人 2.6% 408,300円 450,900円

８　級 13人 1.2% 458,300円 488,500円

(注)１　水戸市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。

    ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。
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イ　人事評価を活用している

ロ　人事評価を活用していない

（２）国との給料表カーブ比較表（行政職（一））（令和７年４月１日現在）

（３）昇給への人事評価の活用状況（水戸市）

活用している昇給区分
昇給可能な

区分
昇給実績があ

る区分
昇給可能な

区分
昇給実績があ

る区分

上位、標準、下位の区分 ○ ○

上位、標準の区分

標準、下位の区分 ○ ○

標準の区分のみ（一律）

令和７年４月２日から令和８年４月１日
までにおける運用

管理職員 一般職員

0
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6000

　　　　　　　　　　　　　　
  　　　　　　　

　水戸市 （R７）

国家公務員 （R７)国９級（課長）

国８級（困難室長）

昇　給　　

（百円）

国10級（特に重要課長）

国７級（室長）

国６級（困難課長補佐）

国５級（課長補佐）

国４級（困難係長）

国３級（係長）

国２級（上級係員）

国１級（係員）
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（６年度支給割合） （６年度支給割合） （６年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当

 月分  月分  月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

・役職加算 5～20% ・役職加算 5～20% ・役職加算 5～20%

・管理職加算 15～25% ・管理職加算 10～25%

（注）　(  )内は，暫定再任用職員に係る支給割合です。

イ　人事評価を活用している

ロ　人事評価を活用していない

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続20年 月分 月分 勤続20年 月分 月分

勤続25年 月分 月分 勤続25年 月分 月分

勤続35年 月分 月分 勤続35年 月分 月分

月分 月分 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

　・定年前早期退職特例措置　2～20%加算 　・定年前早期退職特例措置　2～45%加算

１人当たり平均支給額　　　

万円

　勧奨・定年等 万円

　　　２　「定年」には、定年退職及び定年引上げ前の定年年齢に達した日以後その者の非違によることなく退職した場合を含みます。

千円

％ 人 ％

４　職員の手当の状況

（１） 期末手当・勤勉手当

水戸市 茨城県 国

１人当たり平均支給額（６年度） １人当たり平均支給額（６年度）

173万9千円 191万0千円

2.50 2.10 2.50 2.10 2.50 2.10 

1.400 1.000 1.400 1.000 1.400 1.000 

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

　○勤勉手当への人事評価の活用状況（水戸市）

活用している成績率
支給可能な

成績率
支給実績があ

る成績率
支給可能な

成績率
支給実績があ

る成績率

上位、標準、下位の成績率 ○ ○ ○ ○

上位、標準の成績率

標準、下位の成績率

標準の成績率のみ（一律）

 市では、算定期間内の休業期間等を勤務実績に反映しています。加えて令和６年度の人事評価結果を勤勉手当の成績
率の決定に活用しています。

（２）退職手当（令和７年４月１日現在）

水戸市(公営企業会計を除く) 国

19.6695 24.586875 19.6695 24.586875 

28.0395 33.27075 28.0395 33.27075 

39.7575 47.709 39.7575 47.709 

最高限度額 47.709 47.709 最高限度額 47.709 47.709 

調整率　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　83.7／100 調整率　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　83.7／100

　自己都合 113 

1,966 

（注）１　退職手当の１人当たり平均支給額は、令和６年度に退職した職員に支給された平均額です。

（３）地域手当（令和７年４月１日現在）

支給実績（６年度決算） 7億3,903万3

支給職員１人当たり平均支給年額（６年度決算） 39万7,800    円

支給対象地域 支給割合 支給対象職員数 国の制度（支給割合）

水戸市 9 1,858 9 

―

令和７年度中における運用 管理職員 一般職員
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千円

（４）特殊勤務手当（令和７年４月１日現在）

支給実績（６年度決算） 2,360万6

支給職員１人当たり平均支給年額（６年度決算） 4万6,400    円

職員全体に占める手当支給職員の割合（６年度） 27.4    ％

手当の種類（手当数） 28種類

　１　「水戸市職員の特殊勤務手当に関する条例」に基づく特殊勤務手当

手当の名称 主な支給対象業務 主な支給対象職員
左記職員に対する

支給単価

①庁外での徴収業務 ①日額 200円

②差押えの業務 ②１件 600円

③強制執行の業務 ③１件 800円

①社会福祉法第15条第3項又は第4項に規定する業務

②身体障害者福祉法第9条第5項に規定する業務

③知的障害者福祉法第9条第5項に規定する業務

④老人福祉法第6条に規定する業務

①感染症の病原体に汚染された(疑い含む)場所又は物件の消毒作業

②伝染性疾病にかかっている（疑い含む）家畜の防疫作業

 日額 720円

(7/15～9/15まで820円)

①職務の級が５級の者

月額5,000円

②職務の級が４級の者

月額10,000円

③職務の級が３級の者

月額20,000円

④職務の級が２級以下の者

月額30,000円

市税事務特殊勤務手当
左記業務に従事し
た職員

福祉業務特殊勤務手当
福祉事務所に勤務
し、左記業務に従
事した職員

日額 200円

感染症消毒作業等特殊
勤務手当

左記業務に従事し
た職員

日額 4,000円

植物防疫作業特殊勤務
手当

特に人体に有害な薬品を使用する植物の防疫作業
左記業務に従事し
た職員

日額 200円

行旅死亡人等取扱特殊
勤務手当

行旅死亡人その他の死亡人の収容作業又は行旅病人
の救護作業

左記業務に従事し
た職員

１件 2,000円

じんかい及びし尿処理
特殊勤務手当

じんかい又は犬猫等の死体の処理作業に従事したと
き

清掃事務所、清掃
工場に勤務する職
員

し尿の処理作業に従事したとき
見川クリーンセン
ターに勤務する職
員

日額 600円

斎場勤務特殊勤務手当 火葬業務に従事したとき
斎場で左記業務に
従事した職員

日額 850円

公害業務特殊勤務手当 公害防止のための水質検査業務
環境保全課で左記
業務に従事した職
員

日額 100円

医師手当 医療業務又は公衆衛生業務に従事したとき
左記業務に従事し
た医師

月額140,000円又は給料
月額に100分の31を乗じ
て得た額

動物取扱特殊勤務手当 動物の取扱いに関する業務に従事したとき
左記業務に従事し
た職員

日額 350円

獣医師手当
獣医療、試験検査、公衆衛生又は動物の愛護及び管
理に関する業務に従事したとき

左記業務に従事し
た獣医師
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②事前調査又は診察の立会いの業務に従事したとき ②日額 450円

③患者の移送 ③日額 450円

⑤家屋の消毒又は相談指導の業務に従事したとき ⑤日額 290円

①建築基準法の規定による建築主事 ①日額 300円

②建築主事の職務を直接補佐する技術職員 ②日額 100円

①機関勤務員（運転手) ①１件 200円※

②その他の者 ②１件 150円※

(加算)救急救命処置に係る業務 救急救命士 １件 500円

2時間以上  730円

2時間未満  410円

　２　「水戸市就業規則」に基づく特殊勤務手当

手当の名称 主な支給対象業務 主な支給対象職員
左記職員に対する

支給単価

①面接相談、訪問指導又は集団生活指導の業務に従
事したとき

①日額 290円

感染症の予防又はまん延防
止のための業務に従事した
とき

④物件の廃棄その他必
要な措置

④日額 290円

保健師家庭訪問特殊勤
務手当

家庭訪問をして行う保健指導業務
左記業務に従事し
た保健師

日額 100円

交渉特殊勤務手当 用地の取得及び移転物件補償の交渉業務
左記業務に従事し
た職員

日額 200円

特殊現場作業等特殊勤
務手当

著しく危険な作業箇所における調査、測量、監督及
び検査等の業務

左記業務に従事し
た職員

日額 200円

建築確認等特殊勤務手
当

左記職員

電気技術者特殊勤務手
当

常時行う電気工作物の保安管理業務(電気事業法に
基づく有資格者)

左記業務に従事し
た職員

日額 150円

ボイラー取扱特殊勤務
手当

ボイラーの取扱業務（労働安全衛生法に基づく有資
格者）

左記業務に従事し
た職員

日額 100円

火災等業務特殊勤務手
当

火災、消防業務又は傷病者の救護、搬送業務

潜水業務特殊勤務手当 潜水器具を着用して潜水活動又は潜水訓練業務
左記業務に従事し
た消防職員

１時間 300円

高所作業員特殊勤務手
当

高所作業
左記業務に従事し
た消防職員

１回 150円

夜間業務特殊勤務手当
交替制勤務を正規の勤務とし、深夜勤務を行う職員
が従事する夜間指令業務又は消防署夜間受付業務

左記業務に従事し
た消防職員

保育所等勤務特殊勤務
手当

保育所に勤務する保育士、幼稚園型認定こども園に
勤務する幼稚園教諭又は幼保連携型認定こども園に
勤務する保育教諭（管理職員を除く。）が従事する
保育業務

左記職員 日額 125円

し尿処理作業手当 し尿の処理作業
左記業務に従事し
た業務職員

日額 600円

特殊作業用自動車運転
手当

ロード・ローラ、グレーダ－及び
ショベル・ローダーの運転業務

左記業務に従事し
た業務職員

日額 200円

アスファルト乳剤散布
作業手当

道路舗装作業におけるアスファルト乳剤の散布作業
左記業務に従事し
た業務職員

日額 200円

斎場勤務特殊勤務手当 火葬業務に従事したとき
斎場で左記業務に
従事した職員

日額 850円

特殊現場作業等特殊勤
務手当

著しく危険な作業箇所における調査、測量、監督及
び検査等の業務

左記業務に従事し
た職員

日額 200円

保健衛生業務特殊勤務
手当

左記業務に従事し
た職員
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千円

千円

（５）時間外勤務手当

支 給 実 績 （ ６ 年 度 決 算 ） 4億6,207万4

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ ６ 年 度 決 算 ） 29万9,900 円

支 給 実 績 （ ５ 年 度 決 算 ） 4億6,794万1

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ ５ 年 度 決 算 ） 30万2,900 円

（６）その他の手当（令和７年４月１日現在）

手当名 内容及び支給単価（月額）
国の制度
との異同

国の制度と
異なる内容

支給実績
(６年度決算)

職 員 １ 人 あ た り
平 均 支 給 年 額
( ６ 年 度 決 算 )

扶養手当

他に生計の途がなく主として職員の扶養を
受けている扶養親族のある職員に支給
・配偶者          3,000円
（８級職員は廃止）
・子　　　　　　 11,500円
・父母等　　　　　6,500円
（８級職員は3,500円）
 ※扶養親族である子のうち満16歳の年度
  始めから満22歳年度末までの子１人に
  つき5,000円加算

同じ ― 1億7,983万9千円 24万100円

住居手当

・借家の場合
　月額16,000円を超える家賃を払ってい
　る職員に支給
　家賃の額に応じ28,000円を限度に支給

同じ ― 1億2,373万円 29万8,900円

通勤手当

通勤距離が２km以上で交通機関などを利用
して通勤している職員に支給

同じ ―

1億5,976万9千円 10万2,200円
・電車，バス等交通機関利用の場合
　６ヵ月定期の価額を基本として１ヵ月
　当たり150,000円を限度に支給

・自動車等を使用の場合
　使用距離等を勘案し2,000円～31,600円
　を支給

異なる
自動車使用者は
一律3,000円加算

管理職
手　当

管理又は監督の地位にある職員のうち規則
で指定するものについて，その職務の特殊
性に基づいて支給(時間外勤務手当との併給
無し)
・部長級 95,000円・副部長級 65,000円
・参事級 63,000円・課長級 60,000円
・副参事級42,000円・課長補佐級40,000円

異なる

国は，職制上
の段階，職務
の級等に応じ
て46,300円～
139,300円

1億8,995万9千円 59万9,200円

休日勤
務手当

祝日法による休日及び年末年始の休日(代休
を指定されたときは休日に代わる代休日)に
おける正規の勤務時間中に勤務した職員に
支給
・１時間当たりの給与額×135/100

同じ ― 1億4,096万2千円 9万1,500円

夜間勤
務手当

正規の勤務時間として深夜(午後10時から翌
日の午前5時まで)に勤務した職員に支給
・１時間当たりの給与額×25/100

同じ ― 3,814万円 15万2,000円

宿日直
手　当

宿直又は日直勤務をした職員に支給
　・通常の宿日直勤務　4,400円/回
　（勤務時間５時間未満 2,200円/回） 同じ ― 22万4千円 17万5,000円

管理職員
特別勤務

手当

管理職手当支給対象職員が臨時又は緊急の
必要等で週休日又は休日に勤務した場合若
しくは災害対応等により週休日又は休日以
外の日の午後10時から翌日の午前５時まで
の間に勤務した場合に支給（１回当たりの
単価）
[週休日又は休日に勤務した場合]
・部長級12,000円 ・副部長級10,000円
・課長級8,500円 ・副参事級7,000円
・課長補佐級6,000円
  (6時間超の勤務は上記に150/100を乗じ
  た額)
[週休日又は休日以外の日の午後10時から翌
日の午前５時までの間に勤務した場合] 
・部長級6,000円 ・副部長級5,000円
・課長級4,300円 ・副参事級3,500円
・課長補佐級3,000円 

同じ ― 497万1千円 1万5,700円
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円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

月分

月分

　　 （算定方式） （１期の手当額） （支給時期）

５　特別職の報酬等の状況（令和７年４月１日現在）
区 分 給 料 月 額 等

（参考）類似団体における最高／最低額

市 長 967,500 1,180,000 707,000 

1,075,000 

副 市 長 858,450 960,000 696,000 

885,000 

議 長 700,000 827,000 584,000 

副 議 長 630,000 748,000 513,000 

議 員 590,000 700,000 475,000 

市 長 　　（６年度支給割合）

副 市 長 3.45 

議 長 　　（６年度支給割合）

副 議 長 3.45 

議 員

市 長 給料月額 × 在職年数 × 5.5 2,365万円 任期毎

副 市 長 給料月額 × 在職年数 × 3.1 1,097万4,000円 任期毎

備　　　　考 在職年数算定における端数については9月以下は切り捨て，10月以上は1年に切り上げて算定。

給

料

報

酬

期
末
手
当

退
職
手
当

(注）１　市長の給料月額の支給にあたっては、給料月額の10％を減額しています。
       　また、副市長についても３％を給料月額から減額しています。
         なお、（　）内は条例で定める本来の支給額です。

     ２　退職手当「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝48月）勤めた場合
       における退職手当の見込額です。
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６　職員数の状況

（各年４月１日現在）

（注）１　職員数は一般職に属する全職員の部門別の現在職員数です。休職者や派遣職員などを含み、

        会計年度任用職員などの非常勤職員を除いています。

　　　２　[     ]内は、条例定数の合計です。

　　　３　人口は、令和７年１月１日現在の住民基本台帳人口267,467人で算出。

（１）部門別職員数の状況と主な増減理由

職 員 数

令和６年 令和７年

議会 15 16 1 休職者対応による増

総務 284 291 7
国勢調査事務及び経済センサス活動調査準備事
務、戸籍振り仮名事務への対応による増など

税務 108 108 0

民生 304 308 4
低所得者向け給付金事務への対応、妊婦のための
支援給付金支給事務の強化による増など

衛生 237 232 △ 5 ごみ収集業務の委託化による減など

農林水産 53 52 △ 1 全国ねぎサミット開催対応事務の進捗による減

商工
（労働を含

む）
28 30 2 中小企業振興事務の強化による増など

土木 221 217 △ 4 日本植物園協会大会事務の終了による減など

小計 1,250 1,254 4 ＜参考＞

人口1万当たり職員数　　　　　　　　　　46.88 人

教育 201 189 △ 12 給食調理事務の民間委託化による減など

消防 345 344 △ 1 前倒し採用の減など

小計 546 533 △ 13

合計 1,796 1,787 △ 9 ＜参考＞

人口1万当たり職員数　　　　　　　　　　66.81 人

水道 114 113 △ 1 休職者対応の終了による減

下水道 65 66 1 休職者対応による増

その他 70 71 1 茨城県後期高齢者医療広域連合派遣に伴う増など

合　計 249 250 1

総　　計 2,045 2,037 △ 8

＜参考＞

〔2,032〕 〔2,043〕 〔11〕 人口1万当たり職員数　　　　　　　　　　76.16 人

　　　　　　　　区　　分

　部　　門

対前年
増減数

主な増減理由

特
別
行
政
部
門

公
営
企
業
等
会
計
部
門

普
通
会
計
部
門

一
般
行
政
部
門
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（単位：人・％）

（ ％）

（ ％）

（ ％）

（ ％）

（ ％）

（ ％）

（２）年齢別職員構成の状況（令和７年４月１日現在）

20歳 20歳 24歳 28歳 32歳 36歳 40歳 44歳 48歳 52歳 56歳 60歳

～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～

計

未満 23歳 27歳 31歳 35歳 39歳 43歳 47歳 51歳 55歳 59歳 以上

人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

11 67 173 211 238 253 176 191 303 206 139 69 2,037 

（３）職員数の推移

一般行政 1,224 1,211 1,251 1,264 1,250 1,254 30 2.5

教育 266 250 218 209 201 189 ▲ 77 ▲ 28.9

消防 349 347 343 342 345 344 ▲ 5 ▲ 1.4

普通会計計 1,839 1,808 1,812 1,815 1,796 1,787 ▲ 52 ▲ 2.8

公営企業会計計 246 248 250 248 249 250 4 1.6

総合計 2,079 2,085 2,056 2,063 2,045 2,037 ▲ 42 ▲ 2.0

（注）　各年における定員管理調査において報告した部門別職員数です。

区　分

職員数

　　　　　　　　　年　　度

部　門　別
R2年 R3年 R4年 R5年 R6年 R7年

過去５年間
の増減率（率）

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

～
2
0

2
0
～
2
3

2
4
～
2
7

2
8
～
3
1

3
2
～
3
5

3
6
～
3
9

4
0
～
4
3

4
4
～
4
7

4
8
～
5
1

5
2
～
5
5

5
6
～
5
9

6
0
～

構成比

５年前の構成比

%

20 20 24 28 32 36 40 44 48 52 56 60

～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～

23 27 31 35 39 43 47 51 55 59

歳
未
満

歳
以
上
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　（参考）

 

歳 円 円

歳 円 円

円 173万9千円

（６年度支給割合） （６年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当

 月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階，職務の級等による加算措置 職制上の段階，職務の級等による加算措置

・役職加算 5～20% ・役職加算 5～20%

（注）　(　  )内は、暫定再任用職員に係る支給割合です。

７　公営企業職員の状況

（１）水道事業

　① 職員給与費の状況（決算）

区　分 総費用 純損益又は 職員給与費 総 費 用 に 占 め る

実質収支 職 員 給 与 費 比 率 ５年度の総費用に占

Ａ  Ｂ　 Ｂ／Ａ める職員給与費比率

（注）職員給与費に資本支弁職員分（2億4,250万4千円）を含んでいません。

区　分 職員数 給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費 一人当たり

Ａ 給　 料 職員手当 期末・勤勉手当 　　計　　Ｂ 給与費 B/A

（注）１　職員数は、令和７年３月31日現在の人数です。また、任期付短時間勤務職員（暫定再任用職員（短時間勤務））

　　　　及び会計年度任用職員を含みません。

　　　２　給与費については、暫定再任用職員（短時間勤務）の給与費を含みますが、会計年度任用職員の給与費は含み

　　　　ません。

　② 職員の基本給，平均月収額及び平均年齢の状況（令和７年４月１日現在）

区　　分 平　均　年　齢 基本給 平均月収額

水戸市(水道事業) 43.0 370,531 567,260 

市町村平均(水道事業) 45.8 345,838 524,813 

（注）１　基本給は、給料、扶養手当及び地域手当の合計額です。  

　　　２　平均月収額は、令和６年度決算より１人当たりの給与費を12で除した額です。（期末・勤勉手当等を含む）  

　③ 職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

水戸市（公営企業職員） 水戸市（公営企業を除く職員）

１人当たり平均支給額（６年度） １人当たり平均支給額（６年度）

178万6千

2.50 2.10 2.50 2.10 

1.400 1.000 1.400 1.000 

６年度 55億4,678万3千円 5億4,260万2千円 7億393万3千円 12.6% 12.2%

（参考）市町村（政令指
定都市を除く）平均一人
当たり給与費

６年度 113 4億4,211万6千円 1億2,286万円 2億177万3千円 7億6,674万9千円 678万5千円 631万6千円
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（支給率）　　　　　　　　　　　　　　 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続20年 月分 月分 勤続20年 月分 月分

勤続25年 月分 月分 勤続25年 月分 月分

勤続35年 月分 月分 勤続35年 月分 月分

月分 月分 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

　・定年前早期退職特例措置　2～20%加算 　・定年前早期退職特例措置　2～20%加算

１人当たり平均支給額　　　 １人当たり平均支給額　　　

円 万円

円 　勧奨・定年等 万円

　　　２　「定年」には、定年退職及び定年引上げ前の定年年齢に達した日以後その者の非違によることなく退職した場合を含みます。

千円

千円

％ 人 ％

千円

千円

％

千円

千円

千円

千円

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

イ　退職手当（令和７年４月１日現在）

水戸市（水道事業会計職員） 水戸市（公営企業を除く職員）

自己都合 勧奨・定年

19.6695 24.586875 19.6695 24.586875 

28.0395 33.27075 28.0395 33.27075 

39.7575 47.709 39.7575 47.709 

最高限度 47.709 47.709 最高限度 47.709 47.709 

調整率　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　83.7／100 調整率　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　83.7／100

自己都合 727千 　自己都合 113 

　勧奨・定年等 0 1,966 

（注）１　退職手当の１人当たり平均支給額は、令和６年度に退職した職員に支給された平均額です。

ウ　地域手当（令和７年４月１日現在）

支給実績（６年度決算） 4,682万3

支給職員１人当たり平均支給年額（６年度決算） 41万4

支給対象地域 支給割合 支給対象職員数 国の制度（支給割合）

水戸市 9 113 9 

エ　特殊勤務手当（令和７年４月１日現在）

支給実績（６年度決算） 44万9

支給職員１人当たり平均支給年額（６年度決算） 6万4

職員全体に占める手当支給職員の割合（６年度） 6.2 

手当の種類（手当数） 3 種類

手当の名称 主な支給対象業務 主な支給対象職員 左記職員に対する支給単価

①水道技術管理者に任命された職員 ①月額 10,000円

②ダム管理主任技術者に選任された職員 ②月額  8,000円

③電気主任技術者に選任された職員 ③月額  3,000円

オ　時間外勤務手当

支 給 実 績 （ ６ 年 度 決 算 ） 2,930万7

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ ６ 年 度 決 算 ） 31万2

支 給 実 績 （ ５ 年 度 決 算 ） 3,727万7

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ ５ 年 度 決 算 ） 38万8

危険作業手当
塩素、次亜塩素酸ソーダ取扱い又は水質検査業務若
しくは船上若しくは高所作業等　

浄水場で左記業務
に従事した職員

日額  210円

待機手当
漏水修理及び調査を含む宿日直勤務等を命ぜられた
とき

左記業務に従事し
た職員

1回 4,500円

資格手当
左記業務に従事し
た職員
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カ　その他の手当（令和７年４月１日現在） 

手当名 内容及び支給単価（月額）
一般行政
職の制度
との異同

一般行政職
の制度と
異なる内容

支給実績
(６年度決算)

職 員 １ 人 あ た り
平 均 支 給 年 額
( ６ 年 度 決 算 )

扶養手当

他に生計の途がなく主として職員の扶養を
受けている扶養親族のある職員に支給
・配偶者          3,000円
（８級職員は廃止）
・子　　　　　　 11,500円
・父母等　　　　　6,500円
（８級職員は3,500円）
 ※扶養親族である子のうち満16歳の年度
  始めから満22歳年度末までの子１人に
  つき5,000円加算

同じ ― 1,424万5千円 26万4千円

住居手当

・借家の場合
　月額16,000円を超える家賃を払ってい
　る職員に支給
　家賃の額に応じ28,000円を限度に支給

同じ ― 976万8千円 30万5千円

通勤手当

通勤距離が２km以上で交通機関などを利用
して通勤している職員に支給

同じ ―

1,040万2千円 12万4千円
・電車，バス等交通機関利用の場合
　６ヵ月定期の価額を基本として１ヵ月
　当たり150,000円を限度に支給

・自動車等を使用の場合
　使用距離等を勘案し2,000円～31,600円
　を支給

同じ

管理職
手　当

管理又は監督の地位にある職員のうち規則
で指定するものについて，その職務の特殊
性に基づいて支給(時間外勤務手当との併給
無し)
　・部長 95,000円・参事級 63,000円
　・課長級 60,000円・副参事級 42,000円
　・課長補佐級 40,000円

同じ ＿ 1,186万8千円 59万3千円

夜間勤
務手当

正規の勤務時間として深夜(午後10時から翌
日の午前5時まで)に勤務した職員に支給
・１時間当たりの給与額×25/100

同じ ― ― ―

宿日直
手　当

宿直又は日直勤務をした職員に支給
　・通常の宿日直勤務　4,400円/回
 （勤務時間５時間未満 2,200円/回） 同じ ― ― ―

管理職
特別勤
務手当

管理職手当支給対象職員が臨時又は緊急の
必要等で週休日又は休日に勤務した場合若
しくは災害対応等により週休日又は休日以
外の日の午後10時から翌日の午前５時まで
の間に勤務した場合に支給（１回当たりの
単価）
[週休日又は休日に勤務した場合]
・部長級12,000円 ・副部長級10,000円
・課長級8,500円 ・副参事級7,000円
・課長補佐級6,000円
  (6時間超の勤務は上記に150/100を乗じ
  た額)
[週休日又は休日以外の日の午後10時から翌
日の午前５時までの間に勤務した場合] 
・部長級6,000円 ・副部長級5,000円
・課長級4,300円 ・副参事級3,500円
・課長補佐級3,000円 

同じ ― ― ―
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　（参考）

歳 円 円

歳 円 円

173万9千円

（６年度支給割合） （６年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当

 月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階，職務の級等による加算措置 職制上の段階，職務の級等による加算措置

・役職加算 5～20% ・役職加算 5～20%

（注）　(　  )内は、暫定再任用職員に係る支給割合です。

（２）下水道事業

　① 職員給与費の状況（決算）

区　分 総費用 純損益又は 職員給与費 総 費 用 に 占 め る

実質収支 職 員 給 与 費 比 率 ５年度の総費用に占

Ａ  Ｂ　 Ｂ／Ａ める職員給与費比率

（注）職員給与費に資本支弁職員分（2億4,156万4千円）を含んでいません。

区　分 職員数 給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費 一人当たり

Ａ 給　 料 職員手当 期末・勤勉手当 　　計　　Ｂ 給与費 B/A

（注）１　職員数は、令和７年３月31日現在の人数です。また、任期付短時間勤務職員（暫定再任用職員（短時間勤務））

　　　　及び会計年度任用職員を含みません。

　　　２　給与費については、暫定再任用職員（短時間勤務）の給与費を含みますが、会計年度任用職員の給与費は含み

　　　　ません。

　② 職員の基本給，平均月収額及び平均年齢の状況（令和７年４月１日現在）

区　　分 平　均　年　齢 基本給 平均月収額

水戸市(下水道事業) 42.1 385,724 572,091 

市町村平均(下水道事業) 44.6 342,377 516,175 

（注）１　基本給は、給料、扶養手当及び地域手当の合計額です。  

　　　２　平均月収額は、令和６年度決算より１人当たりの給与費を12で除した額です。（期末・勤勉手当等を含む）  

　③ 職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

水戸市（下水道事業会計職員） 水戸市（公営企業を除く職員）

１人当たり平均支給額（６年度） １人当たり平均支給額（６年度）

162万8千円

2.50 2.10 2.50 2.10 

1.400 1.000 1.400 1.000 

６年度 89億5,542万6千円 2億8,294万4千円 3億219万8千円 3.4% 2.9%

（参考）市町村（政令指
定都市を除く）平均一人
当たり給与費

６年度 64人 2億5,849万5千円 7,716万円 1億201万7千円 4億3,767万2千円 683万9千円 618万7千円
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（支給率）　　　　　　　　　　　　　　 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続20年 月分 月分 勤続20年 月分 月分

勤続25年 月分 月分 勤続25年 月分 月分

勤続35年 月分 月分 勤続35年 月分 月分

月分 月分 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

　・定年前早期退職特例措置　2～20%加算 　・定年前早期退職特例措置　2～20%加算

１人当たり平均支給額　　　 １人当たり平均支給額　　　

円 万円

円 　勧奨・定年 万円

　　　２　「定年」には、定年退職及び定年引上げ前の定年年齢に達した日以後その者の非違によることなく退職した場合を含みます。

円

万円

％ 人 ％

万円

％

千円

千円

千円

千円

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

イ　退職手当（令和７年４月１日現在）

水戸市（下水道事業会計職員） 水戸市（公営企業を除く職員）

自己都合 勧奨・定年

19.6695 24.586875 19.6695 24.586875 

28.0395 33.27075 28.0395 33.27075 

39.7575 47.709 39.7575 47.709 

最高限度 47.709 47.709 最高限度 47.709 47.709 

自己都合 72万7千 　自己都合 113 

　勧奨・定年 0 1,966 

（注）１　退職手当の１人当たり平均支給額は、令和６年度に退職した職員に支給された平均額です。

ウ　地域手当（令和７年４月１日現在）

支給実績（６年度決算） 2,769万

支給職員１人当たり平均支給年額（６年度決算） 43 

支給対象地域 支給割合 支給対象職員数 国の制度（支給割合）

水戸市 9 64 9 

エ　特殊勤務手当（令和７年４月１日現在）

支給実績（６年度決算） 5 

支給職員１人当たり平均支給年額（６年度決算） 5 万円

職員全体に占める手当支給職員の割合（６年度） 1.6 

手当の種類（手当数） 1 種類

手当の名称 主な支給対象業務 主な支給対象職員 左記職員に対する支給単価

オ　時間外勤務手当

支 給 実 績 （ ６ 年 度 決 算 ） 2,037万5

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ ６ 年 度 決 算 ） 39万1

支 給 実 績 （ ５ 年 度 決 算 ） 1,806万3

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ ５ 年 度 決 算 ） 34万7

排水設備検査手当 水洗便所改造に伴う検査業務に従事した職員
左記業務に従事し
た職員

日額  300円
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カ　その他の手当（令和７年４月１日現在）

手当名 内容及び支給単価（月額）
一般行政
職の制度
との異同

一般行政職
の制度と
異なる内容

支給実績
(６年度決算)

職 員 １ 人 あ た り
平 均 支 給 年 額
( ６ 年 度 決 算 )

扶養手当

他に生計の途がなく主として職員の扶養を
受けている扶養親族のある職員に支給
・配偶者          3,000円
（８級職員は廃止）
・子　　　　　　 11,500円
・父母等　　　　　6,500円
（８級職員は3,500円）
 ※扶養親族である子のうち満16歳の年度
  始めから満22歳年度末までの子１人に
  つき5,000円加算

同じ ― 1,005万1千円 27万1千円

住居手当

・借家の場合
　月額16,000円を超える家賃を払ってい
　る職員に支給
　家賃の額に応じ28,000円を限度に支給

同じ ― 481万5千円 30万円

通勤手当

通勤距離が２km以上で交通機関などを利用
して通勤している職員に支給

同じ ―

533万8千円 9万3千円

・電車，バス等交通機関利用の場合
　６ヵ月定期の価額を基本として１ヵ月
　当たり150,000円を限度に支給

・自動車等を使用の場合
　使用距離等を勘案し2,000円～31,600円
　を支給

同じ

管理職
手　当

管理又は監督の地位にある職員のうち規則
で指定するものについて，その職務の特殊
性に基づいて支給(時間外勤務手当との併給
無し)
　・部長 95,000円・参事級 63,000円
　・課長級 60,000円・副参事級 42,000円
　・課長補佐級 40,000円

同じ ＿ 796万8千円 61万2千円

夜間勤
務手当

正規の勤務時間として深夜(午後10時から翌
日の午前5時まで)に勤務した職員に支給
・１時間当たりの給与額×25/100

同じ ― ― ―

宿日直
手　当

宿直又は日直勤務をした職員に支給
　・通常の宿日直勤務　4,400円/回
 （勤務時間５時間未満 2,200円/回） 同じ ― ― ―

管理職
特別勤
務手当

管理職手当支給対象職員が臨時又は緊急の
必要等で週休日又は休日に勤務した場合若
しくは災害対応等により週休日又は休日以
外の日の午後10時から翌日の午前５時まで
の間に勤務した場合に支給（１回当たりの
単価）
[週休日又は休日に勤務した場合]
・部長級12,000円 ・副部長級10,000円
・課長級8,500円 ・副参事級7,000円
・課長補佐級6,000円
  (6時間超の勤務は上記に150/100を乗じ
  た額)
[週休日又は休日以外の日の午後10時から翌
日の午前５時までの間に勤務した場合] 
・部長級6,000円 ・副部長級5,000円
・課長級4,300円 ・副参事級3,500円
・課長補佐級3,000円 

同じ ― 20万8千円 3万4千円
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